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3 Yajima, K 2004 “Enhancement of the Development Experiences Accumulated in Rural Society” M. Rahman and 
K. Yajima (eds.) LINK-MODEL ON RURAL DEVELOPMENT; Report of the Final Seminar on Participatory Rural 
Development Project: Developing Human Capacity Under Link Model, JICA：pp.109-118. 
4 科研費補助金基盤研究 A・2（代表：古川、1998～2000 年）、トヨタ財団助成金(代表：岩田、2000～2001 年）、21COE
プログラム（2002～2006 年）など継続して実施されてきた。 
5 村人、地方の農業普及員も参加したラオ語によるワークショップ「Local Knowledge and Its Potential Role for 























京都大学はラオス国立大学と共同研究、学術交流のための合意書（MOU、2007 年 5 月更新）を締結
し、21 世紀 COE、グローバル COE プログラムなどの共同研究を実施している。一方、2007 年 5 月、
東南アジア研究所とラオス国立大学農学部との間で部局間合意書（Sub MOU）が結ばれ、農学部ラオ
伝統農具農民博物館の活動支援8など協力関係がすでに出来ていた。 
ラオス国立大学農学部は、ラオス人民民主共和国教育省が管轄するラオス国立大学の 12 学部の 1 部
局である。2007 年最初に本研究が計画されたころの農学部は、年間の総予算は、日本円にして約 1,700
万円ほどであった（2007 年度）。農学部の教職員数は 87 名その内訳は教員 62 名（うち 11 名が研究休
暇）、職員 25 名であった。植物科学科（Plant Science Department）、畜産水産学科（Animal Science 
& Fisheries Department）、農村経済農産加工学科（Rural Economy & Agro-processing Department）
の 3 学科 13 講座（unit）がおかれていた。学士コース（5 年）、ディプロマ・コース（3 年）が開講さ
れているが、学士 1 学年の教養コースは本部キャンパスで行われていた。農学部キャンパスには学士、
ハイ・ディプロマにそれぞれ 315 名、675 名の計 990 名が在籍していた（2007 年度リーフレット）。図
書館、農場などの付属施設があった。以前、フランスやスウェーデンなど外国の研究教育機関との協力
プログラムが行なわれていたが、大規模なプロジェクトは実施されていなかった9。  
                                                   
7 平成 19 年度の JICA の草の根パートナー事業、トヨタ財団助成金、科学研究費助成金などを申請し、トヨタのアジア
隣人ネットワークの助成により 2008 年 10 月に実践型地域研究が開始された。 
8 協働を通して農学部博物館の機能、能力の向上が研究の主要な目的であり、集落文化資料館設置はその構成要素の一つ
として取り組んだ。将来は、農学部の野外教室として教育に活用されることを目標にしている。 
9 その後、2010 年それまで本部で授業が行なわれていた学部 1 回生が農学部ナボンキャンパスに移行、最初の修士課程
の設置、獣医学科の設置など農学部の改革が進められている。現在、修士課程（2 年:持続可能農業資源管理専攻）、学部






































②参加型開発研修センター（Participatory Rural Development Training Center: PADETC） 
ラオスの現地民間の非営利団体(NGO)PADETC は、1996 年、「適切な発展のための人的資源強化」
を目的とする独立組織として、ラオス国教育省民間教育局に登録された。“、「適切な発展のための人的
資源強化」を目的とする Team Award for Exemplary Work in the Fight Against Poverty 2001”と
““「適切な発展のための人的資源強化」を目的と
する Team Award for Exemplary Work in the 
Fight Against Po を受賞しており、ラオスでは傑









当時、PADETC 年間事業規模は、2006 年度約 78 万 5 千ドルを示している。EU など 19 団体から財


















                                                   
10 現在、PADETC の教育関係プログラムは Quality School、Youth for Development、Buddhism for Development、
小中規模企業（SME）プログラムとして、Fish farming Project、Fuel Efficient Stoves、Organic Fertilizer、Media for 
Development、Silk Production、Sao-ban Shop、Waste Management、Water Filter などが実施されている。詳しくは
PADETC のホームページ http://www.padetc.org/。 
表 1 PADETC雇用者の内訳(2007 年) 
 Description Total Female Male 
01 正規職員 35 9 26 
02 プロジェクト雇用 22 7 15 
03 非正規雇用 9 3 6 
04 ボランテイア 36 18 18 




















③ 日本の知見を活用したコミュニティ開発  




① ラオスの関係者の日本農村の視察と住民との交流による現状理解とラオスの活動に反映  










これまでの 3 回延べ 5 名の先生が、京都府、滋賀県、山口県の中山間農漁村を訪問11し、日本の現状を
学ぶとともに、地域のコミュニティの住民、自治会関係者などと交流した。日本で学んだことが、民俗
文化資料館建設に活かされている。 
 図 2 に実施体制を示す。農学部は村を選定する際にサイタニー郡役所と打合せを行い、その後の活動
                                                   
11 2009 年 2～3 月、Mr. Inthong Somphou、Mr. Souphaphone Rattanarasy、Mr. Bounthone Keojanda の 3 名の教員
















































































図 3 活動実施村の位置 
2011 年 6 月のメンバー数は、1 年生から 4 年生までの 48 名であった。5 年生に進級する際、卒業研
究など学業が忙しくなると退会する。新しいメンバーの勧誘は、8 月末から 9 月の入学式の頃に、新入
生にチラシを配り、入会希望者には、入会願とともに、各自の特技や経験（例えば、歌・踊り・楽器演
奏、野菜栽培など）を記入した質問表を提出してもらう。それでとりあえず、仮メンバーとして活動が
始まる。毎年 1 月 3 日に、カシコンアサ創立記念の行事を行い、入会後継続して活動に参加してきた学
生にグループのユニフォームが貸与され、正式にメンバーとして入会が認められる。リーダー1 名（企






























                                                   
12 例えば、2010 年 2 月 17～19 日、農学部会議室でトヨタ財団助成金、京都大学の G-COE プログラム、科研費補助金
基盤 A（代表：安藤和雄）の資金によって開催された国際ワークショップ“The Alternative Value of Traditional 





写真 3 村の一般的な家屋 
 





































                                                   






写真 11 説明に耳を傾ける村人たち 
 










    
写真8 ナムグムの渡しと 
川岸野菜 















写真 5 村の近くの焼畑 写真 6 稲の播種（掘り棒と点播） 写真 7 天水稲作栽培の水田 
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 工事期間 2009年11月～2010年3月 
 建物の間取り 1階 集会場、イベントホール 
  2階 伝統文化展示保存室、図書室、ベランダ 
 用途 集落文化資料館 兼 公民館 
工事費用 
 総工費 7,538 USD (キップ交換レート 8,450キップ/1USD 
 建物費用 6,648USD（6,000USD:トヨタ財団、648USD:村負担） 
 追加工事 コンクリート製犬走り        190USD 
  電灯敷設工事          320USD 
  村人の労働奉仕 述べ151人   380USD 
 
 
写真 17 バシーのお祈り 
 































（1）‐1  参加型ワークショップの開催 
KJ 法17などを使った参加型ワークショップを開催するため、前もって農学部の先生や手伝いの学生と
KJ 法とブレーンストーミングの手順やまとめ方などの確認を行った。こうして準備をした後、2011 年
1 月 8 日、タチャンパ村文化資料館の１階集会室で参加型ワークショップが開催された。 




                                                   
17 地理･文化人類学者 川喜多二郎が考案したカードを使った分類･分析手法。 
224 
表 4 民俗文化資料館の利用方法 
項目 
優先度 
I II III 
文化資料館 14 18 16 
教育 7 5 8 
村の公共活動 4 4 4 
行事 3 5 3 
農村開発 1 3 4 
その他 7 0 0 
計 36 35 35 
 
表 3 ワークショップ参加者の内訳 
参加者(世帯) 34 名(29 世帯)、5 世帯から夫婦または親子など複数出席 




写真 20 ワークショップ 村人によ
る結果の発表 
 











































（1）‐2  ワークショップ結果のフォローアップ住民集会 
2011 年 3 月 11 日、1 月 8 日のワークショップの結果のフォローアップ状況と課題を話し合う住民集
会が文化資料館１階集会室で開催された。村から 17 名（男 13 名、女 4 名）、農学部 4 名、日本人 1 名
の計 22 名が出席した。 






































写真 21 W氏 74歳、 定住第 1世代 
 




(1)‐3  住民との打ち合わせ 
2011 年 6 月 15 日、資料館の 1 階の集会室で住民打ち合わせが開催された。出席したのは、村人 10


















（2）Wさん (74歳) の定住の記憶 
W さんは 74 歳で、黒タイ族である。現在は「ペッのおじいさん」と呼ばれている（写真 21）。夫婦、

















写真 23 定住した頃は深い森だった 
 
写真 22 森の伐開に使用した道具 





1988 年 2 月頃、ビエンチャン特別市ナターン村の東南隅のブンテン村との村境あたりの、当時、ニ
ャンティアンと呼ばれていた土地を見るために、ポントン村から 3 名、ポンニャン村 1 名の計 4 名でや
って来た。あたりには大ノンゴンと小ノンゴンという 2つの沼があり、沼の間には草原が広がっていた。 
ニャンティアンに来て 2 日後、ポントン村の 2 名は水田が拓けそうだという知らせもって村に帰り、
移住を希望していた 10 世帯にその年の焼畑の準備をやめさせ種もみを確保させた。残った 2 名はブン
テン村の親せきの家に泊まり、みんなが来るのを待っていた。 
さらに 3 日後、10 世帯 10 人でニャンティアンにやって来た。最初に 10 人全員が泊まれるような大




をして行政区、郡、県へと順番に許可をもらっていった。許可を得るために 10 数日要した。 
県役所の許可をもらいにビエンチャンに来た際、自動車が手配できたので、急いで村に帰り引越しの





小世帯は 1 回で 2 軒分運ぶことができたので、1 週間で 10 世帯
すべてが引っ越した（この 10 世帯は今も村に住んでいる）。牛
や水牛などの大型家畜はあとから歩いて連れてきた。新しい土
地に着くまでに、牛は 4 日間、水牛は歩くのが遅く 5 日間かか
った。これらは 1988 年 5 月（ラオス暦の 4 月頃）のことだっ
た。 
10 日ほど遅れて、同じようにポンニャン村からも 26 世帯が移住してきた。洪水や旱魃のため生活が












写真 24 水田が拓かれ生活も安定 
 








いたので、共同水田をやめ 5 世帯は村に帰り、この 3 世帯が残っ
ていた。 
 

































































































安藤和雄 2007「平成 19年度第 1回選考、第 2回選考草の根技術協力事業提案書」(未採択)  
安藤和雄 2008「（平成 20）年度 アジア隣人ネットワークプログラム企画書」トヨタ財団 
海田能宏（編）2003『バングラデシュ農村開発実践研究』コモンズ 
M. Rahman and K. Yajima (eds.) 2004 “LINK-MODEL ON RURAL DEVELOPMENT; Report of the Final Seminar on 
Participatory Rural Development Project: Developing Human Capacity Under Link Model” JICA 
矢嶋吉司 2009 「ラオスにおける伝統文化の保存を通した在地の農村開発アプローチに関する実践型地域研究」科学研究
費補助金申請書 
矢嶋吉司・荒木一子（編）「実践型地域研究ニューズレターざいちのち」5号(2009年3月)、10号(2009年8月)、16号(2010
年2月)、23号(2010年9月)、27号(2011年1月)、33号(2011年7月)、37号(2011年11月)  
